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１－① フィリピン国が求める労働者への報酬額の高まり

◆人材大国であるフィリピン政府は、自国民の保護を目的に海外に送り出す人材・送り出した人材について、
厳格な保護政策をとっております。特に、駐日フィリピン共和国大使館海外労働事務所（通称：ＰＯＬＯ）の
審査では、雇用条件が厳しく審査されました。特に、賃金が焦点となっており、基準では日本人と同等以
上としておりますが、実際には日本人を上回るケースも出てきています。

➢ 賃金の審査基準は年間支給額ではなく、月額の基本給で判断されます。会社の賃金規程に関わら
ずＰＯＬＯが定める基準に満たすか否かかで判定されます（詳細次頁）。

➢ 家賃の個人負担額は、実際の家賃相場に関わらず15,000円～20,000円となっています。ただし、水
道光熱費の負担額についての基準はありませんでした。

➢ 賞与支給は必須としております。ただし、支給額についての指定はありませんでした。

➢ 定期昇給は必須としています。



◆現状、ＰＯＬＯが許可する月額基本給は、技能実習は最低賃金をやや上回る額ですが、特定技能はPOLO
東京は最低賃金+200円以上、POLO大阪は+100円以上となっています。物価高騰が続く中、今後は更に高
まることが見込まれます。

• POLOは都道府県別の基準額を開示していま
せん。また、産業別に基準を設定しているかも
分かりません。

• POLO大阪は一部の地域には手取り額の基準
が設けられています。

• 現状、技能実習は手取り額が11万円超必要で
す。
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◆ POLOの手続きが厳格化しています。

➢ ＰＯＬＯの許可には有効期限があり、2023年より順次更新が必要です。

• 募集契約書のＰＯＬＯの許可有効期限は２年間です。但し、2回目以降は4年に延長されます。
• 更新申請の際も、初回登録時と同様の申請・審査手続きが求められます。特に、賃金の改訂や
面談が実施されます。

• なお、求人票の有効期限は、雇用条件の改訂の観点から２年間となっています。

更新準備が必要となるとともに、審査時に賃金に関わる事項が論点となると考えられます
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➢ POLOへの問い合わせは受入れ法人のみしか出来ません

• 特定技能の契約は、本人、受入会社、送り出し機関の３者契約である事から、ブローカー排除の考え
で登録支援機関はＰＯＬＯに対しての接触を禁じられています。

• また送出し機関も事前確認等を行う事は可能ですが、交渉は出来ません。
• その為、POLOでは日本語対応可能なスタッフを配置し、問い合わせ対応を行っています。

➢ 経営者に対し面接が実施される場合があります

• 現状、申請時にPOLO東京は面談が必須、POLO大阪は未実施ですが、今後は実施される可能性
があると言われています。また、以前は対面での面談でしたが、感染対策でWEB面談となっており、
今後も継続される可能性があると言われています。

• 面接は経営者のみが参加となっています。内容により担当者の同席が認められる場合があります。
• 一部の法人様では、経営者の他にフィリピン人雇用者全員に対して面談が行われた事象がありまし
た。

• 会社側で通訳を準備する必要がありますが、上記の理由により登録支援機関が通訳を行う事が禁止
されており、社内もしくは外部業者に依頼する必要があります。

制度上は上記の通りではありますが、従来と同様の支援を行って参りますのでご安心ください
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１－② フィリピン国からの入国状況

◆円安の影響により、フィリピンペソと円の為替レートが２年間で約2割円安となっており、母国への送金を
就労目的としているフィリピン労働者にとって、深刻な問題となっています。

• 為替レートは、2020年11月では1ペソ 2.15円でしたが、2022年11月現在は2.53円であり、約１６％ほど
円安傾向となっています。

• ＰＯＬＯが定める東京地区の賃金（215,000円）の場合、2020年当時は99,975ペソに対し2022年現在は
84,925ペソと約15,000ペソが減額しており、円換算で約32,000円減額している事となります。
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◆直近5年間での技能実習生の計画認定者数の推移は、2018年度をピークに、コロナウイルス感染症の水際
対策により減少傾向となっており、2021年度はピーク比の４４％に減少しました。なかでも、フィリピン人技能
実習生は３６％と全体以上に減少しています。

出典：外国人技能実習機構

• 国別構成比では、ベトナム人は横ばい傾向ですが、中国は13.3%と激減しています。
• インドネシアもピーク時より減少していますが、他国より減少幅が少なくなっています。



◆フィリピン人技能実習生の人数および割合は減少傾向ではありますが、分野別でみると自動車整備分野は
2019年より占める割合が増加傾向にあります。

出典：外国人技能実習機構
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１－③ 新たな脅威の出現

◆特定技能外国人の自動車整備分野の就労者数は順調に増加しています。背景に、整備士不足の状況を
受けて大手の企業がターゲットとし始めている状況がうかがわれ、人材の争奪戦が始まっています。

出典：出入国在留管理庁

• フィリピン人は2021年3月に一気に増加しており、当社の支援人数の割合が低下しています。
• 他業種と同様、ベトナムからの受入れが多く、2021年12月にはフィリピンを上回っています。
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◆整備人材不足の問題は、自動車メーカーやディーラーでも喫緊の課題であり、人材確保に向けた取り組
みが行われています。

➢ 【事例①】トヨタ自動車は、2013年にフィリピンのサンタロサ市に2年生の自動車整備士養成学校 TMP 
Tech(トヨタモーターフィリピン技術学校)を開校し、整備士の育成を実施。

• 先日開催された、12期生（2021）・13期生（2022）の合同卒業式では
176名が卒業。

• 2013年の開校以来、1,500人以上の卒業生を輩出。

• トヨタの教育プログラム「TEAM21」のプロテクニシャンレベルに相当
するTESDA国家資格1～4級に取り組み、地元のトヨタ販売店でOJT
を実施。

• 2022年5月より、卒業生が技能実習生としてトヨタと日野トラックの日
本国内のディーラーに5月に２６名、その後４２名が派遣予定。

オートバックスの魅力作りを行い、応募者に遡及する事で、人材確保
するしくみ作りが必要です
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➢ 【事例➁】愛知県下のトヨタ販売会社は、ＳＮＳを活用して、特定技能外国人の自動車整備士人材の募
集を図っている。

• トヨタの正規販売会社では、フェイスブックを通じて特定技能外国人の
自動車整備士の募集を開始した。

• オートバックスグループからは、把握しているだけで８名の人材が既に
就労している。うち1名は、金属塗装人材で2023年4月入国予定で進
めていたが、辞退してトヨタに入社。残り７名は技能実習修了し帰国後
での応募者。

• フェイスブックのグループを見ると、オートバックスで就労している多く
の技能実習生、特定技能の人材がフォローしており、今後、フィリピン
人就労者の間で拡散される懸念があり。

日本人のみならず外国人材に対しても、ＳＮＳを通じて知名度を使って
の人材確保策を講じており、流失を防止する策を講じる必要があります
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１－④ 今後の環境変化への適応に向けた取り組み課題

◆今後、少子高齢化に伴い労働者の確保を海外人材で担う事は必然であり、『優秀な人材』を『安定的に
雇用』するために、受入法人と一丸となり課題を取り組んで行く必要があります。
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